
 

 

平成 22 年 12 月 22 日 

各 位 

会 社 名  SBI ネットシステムズ株式会社 

代 表 者 名  代表取締役社長 内山 昌秋 

（コード番号 2355 東証マザーズ） 

問 い合 せ先  経 営 企 画 部 長 前田 真嗣 

電 話 番 号  03-5206-3081（代表） 

    

((((訂正訂正訂正訂正))))    「「「「平成平成平成平成 21212121 年年年年 3333 月期月期月期月期    決算短信決算短信決算短信決算短信」」」」のののの一部訂正一部訂正一部訂正一部訂正についてについてについてについて    

 

当社は、平成 22 年 12 月 10 日付「外部調査委員会調査報告書の受領に関するお知らせ」において、過

年度決算訂正につきまして、確定次第速やかに開示する旨、お知らせいたしました。 

このたび、その具体的な訂正内容が確定いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

なお、訂正前と訂正後をそれぞれ記載し、訂正箇所には下線  を付して表示しております。 

 

記 

1． 訂正の経緯 

平成 22 年 7 月 28 日付「当社の前身である旧株式会社シーフォーテクノロジーにおける会計処理に関

する調査委員会の設置について」及び平成 22 年 12 月 10 日付「外部調査委員会調査報告書の受領に

関するお知らせ」をご参照ください。 

 

2． 訂正を行う決算短信の概要 

決算期  平成 21 年 3 月期 

公表日  平成 21 年 4 月 24 日 

 

以 上 
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平成21年４月24日

 

   

 

   

 
1. 21年３月期の連結業績（平成20年４月１日～平成21年３月31日） 

(訂正前) 

 

 
  

 

 
  

 

 

 
  

 

 
  

(訂正後) 

 

 
  

 

 
  
 

平成21年３月期 決算短信

上 場 会 社 名 SBIネットシステムズ株式会社 上場取引所 東

コ ー ド 番 号 2355 URL http://sbins.co.jp/

代  表  者 (役職名)代表取締役社長 (氏名)内山 昌秋
問合せ先責任者 (役職名)経営企画部長 (氏名)前田 真嗣 TEL (03)5447－2551  

定時株主総会開催予定日 平成21年６月24日 配当支払開始予定日 ─

有価証券報告書提出予定日 平成21年６月25日

(百万円未満切捨て)

(1) 連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年３月期 6,055 96.5 42 ─ 47 ─ △327 ─

20年３月期 3,082 41.1 △400 ─ △457 ─ △1,440 ─

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益

自己資本 
当期純利益率

総資産 
経常利益率

売上高 
営業利益率

円銭 円銭 ％ ％ ％

21年３月期 △1,004.87 ─ ─ 1.2 0.7

20年３月期 △20,837.24 ─ ─ △11.6 △13.0

(参考) 持分法投資損益 21年３月期 ─ 20年３月期 △55百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円銭

21年３月期 3,858 3,041 78.8 7,276.28

20年３月期 3,895 70 1.7 338.56

(参考) 自己資本 21年３月期 3,039百万円 20年３月期 64百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による 
キャッシュ・フロー

財務活動による 
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物 
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年３月期 107 △1,388 4 811

20年３月期 △262 394 1,442 2,087

(1) 連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年３月期 6,050 96.3 91 ─ 95 ─ △230 ─

20年３月期 3,082 49.4 △356 ─ △413 ─ △1,110 ─

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益

自己資本 
当期純利益率

総資産 
経常利益率

売上高 
営業利益率

円銭 円銭 ％ ％ ％

21年３月期 △707.13 ─ △15.3 2.5 1.5

20年３月期 △16,074.77 ─ ─ △10.9 △11.6

(参考) 持分法投資損益 21年３月期 ─ 20年３月期 △55百万円
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(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円銭

21年３月期 3,858 3,047 78.9 7,289.38

20年３月期 3,801 △20 △0.7 △143.19

(参考) 自己資本 21年３月期 3,045百万円 20年３月期 △27百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による 
キャッシュ・フロー

財務活動による 
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物 
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年３月期 107 △1,388 4 811

20年３月期 △262 394 1,442 2,087
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1. 21年３月期の個別業績（平成20年４月１日～平成21年３月31日） 

(訂正前) 

 

 
  

 
  

(2) 個別財政状態 

 

 
  

(訂正後) 

 

 
  

 
  

(2) 個別財政状態 

 

 
  

  

  

(参考) 個別業績の概要

(1) 個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年３月期 376 △61.5 △317 － △314 － △404 －

20年３月期 977 8.2 △384 － △371 － △1,412 －

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益
円銭 円銭

21年３月期 △1,240.16 －

20年３月期 △20,430.05 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円銭

21年３月期 3,064 2,990 97.5 7,157.88

20年３月期 3,436 94 2.8 499.07

(参考) 自己資本 21年３月期 2,990百万円 20年３月期 94百万円

(1) 個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年３月期 372 △61.9 △268 － △266 － △307 －

20年３月期 977 24.8 △339 － △327 － △1,082 －

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益
円銭 円銭

21年３月期 △942.42 －

20年３月期 △15,667.58 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円銭

21年３月期 3,064 2,995 97.8 7,170.97

20年３月期 3,342 3 0.1 17.32

(参考) 自己資本 21年３月期 2,995百万円 20年３月期 3百万円
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(訂正前) 

 当連結会計年度における我が国経済は、米国に端を発した世界的な金融危機の深刻化や、株式・為

替市場の大幅な変動を受け、極めて厳しい局面を迎えております。当社グループの属する情報サービ

ス産業においても、日本版ＳＯＸ法への取組みの本格化、多様化する顧客ニーズや制度変更に伴う金

融業界のシステム投資への意欲は見られるものの、昨今の株価下落に伴う先行きへの不安感から、情

報システム投資に対する慎重な姿勢がより顕著となり、当社グループを取り巻く経営環境は一段と厳

しさを増しました。 

 このような状況の下、当社グループは、インターネットの金融ワンストップサービスを展開するＳ

ＢＩグループにおける「システム関連生態系」のコア企業として、情報セキュリティ分野と密接に係

る金融システム分野へ積極的に事業領域を拡大してまいりました。 

 金融システム分野においては、ＳＢＩグループとの事業シナジーを高め金融機関のニーズを取り込

み、順調に業績を拡大させております。また、当社グループ全体の経営資源の有効活用に努めコスト

削減を実施したこともあり、当社グループの連結売上高は、当初の予定を上回りました。利益につき

ましては、セキュリティ製品等の販売計画の遅れ等はあったものの、前年同期に比べて大きく伸ばす

ことができました。 

 しかしながら昨今の株式市場の低迷を受け、投資有価証券売却損及び評価損と、ソフトウェア等の

資産の精査を行った結果による減損損失等の特別損失が発生しました。 

 その結果、当連結会計年度の売上高は6,055百万円（前期の売上高3,082百万円）、営業利益は42百

万円（前期の営業損失400百万円）、経常利益は47百万円（前期の経常損失457百万円）、当期純損失

は327百万円（前期の当期純損失は1,440百万円）となりました。 

 品目別の業績は、次のとおりであります。 

 なお、当社グループは単一セグメントで事業を展開しているため、品目別に記載しております。 

ア．受託開発  

 受託開発を主力とするトレードウィン株式会社とＳＢＩテック株式会社の２社が当連結会   

 計年度より連結子会社となり、売上高は前年同期比56.3%増の3,715百万円となりました。  

イ．運用・保守 

 トレードウィン株式会社とＳＢＩテック株式会社の金融システム運用・保守業務が順調に 

 推移し、売上高は前年同期比1,788.1%増の1,865百万円となりました。  

ウ．コンサルティング  

 既存のセキュリティコンサルティングにトレードウィン株式会社のシステムコンサルティ 

 ングが加わり、売上高は前年同期比592.4%増の182百万円となりました。  

エ．製品等販売 

 トレードウィン株式会社における製品販売が加算されたものの、前連結会計年度に大型案 

 件に伴う機器販売があり、その売上を下回ったため、売上高は前年同期比77.1%減の119百万 

 円となりました。  

オ．その他  

 上記に区分されないその他の売上高は前年同期比202.5%増の171百万円となりました。 

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

① 当期の経営成績
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(訂正後) 

 当連結会計年度における我が国経済は、米国に端を発した世界的な金融危機の深刻化や、株式・為

替市場の大幅な変動を受け、極めて厳しい局面を迎えております。当社グループの属する情報サービ

ス産業においても、日本版ＳＯＸ法への取組みの本格化、多様化する顧客ニーズや制度変更に伴う金

融業界のシステム投資への意欲は見られるものの、昨今の株価下落に伴う先行きへの不安感から、情

報システム投資に対する慎重な姿勢がより顕著となり、当社グループを取り巻く経営環境は一段と厳

しさを増しました。 

 このような状況の下、当社グループは、インターネットの金融ワンストップサービスを展開するＳ

ＢＩグループにおける「システム関連生態系」のコア企業として、情報セキュリティ分野と密接に係

る金融システム分野へ積極的に事業領域を拡大してまいりました。 

 金融システム分野においては、ＳＢＩグループとの事業シナジーを高め金融機関のニーズを取り込

み、順調に業績を拡大させております。また、当社グループ全体の経営資源の有効活用に努めコスト

削減を実施したこともあり、当社グループの連結売上高は、当初の予定を上回りました。利益につき

ましては、セキュリティ製品等の販売計画の遅れ等はあったものの、前年同期に比べて大きく伸ばす

ことができました。 

 しかしながら昨今の株式市場の低迷を受け、投資有価証券売却損及び評価損と、ソフトウェア等の

資産の精査を行った結果による減損損失等の特別損失が発生しました。 

 その結果、当連結会計年度の売上高は6,050百万円（前期の売上高3,082百万円）、営業利益は91百

万円（前期の営業損失356百万円）、経常利益は95百万円（前期の経常損失413百万円）、当期純損失

は230百万円（前期の当期純損失は1,110百万円）となりました。 

 品目別の業績は、次のとおりであります。 

 なお、当社グループは単一セグメントで事業を展開しているため、品目別に記載しております。 

ア．受託開発  

 受託開発を主力とするトレードウィン株式会社とＳＢＩテック株式会社の２社が当連結会   

 計年度より連結子会社となり、売上高は前年同期比59.8%増の3,715百万円となりました。  

イ．運用・保守 

 トレードウィン株式会社とＳＢＩテック株式会社の金融システム運用・保守業務が順調に 

 推移し、売上高は前年同期比1,788.1%増の1,865百万円となりました。  

ウ．コンサルティング  

 既存のセキュリティコンサルティングにトレードウィン株式会社のシステムコンサルティ 

 ングが加わり、売上高は前年同期比576.9%増の178百万円となりました。  

エ．製品等販売 

 トレードウィン株式会社における製品販売が加算されたものの、前連結会計年度に大型案 

 件に伴う機器販売があり、その売上を下回ったため、売上高は前年同期比77.1%減の119百万 

 円となりました。  

オ．その他  

 上記に区分されないその他の売上高は前年同期比202.5%増の171百万円となりました。 
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(訂正前) 

① 資産、負債及び純資産の状況  

 当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末（3,895百万円）に比べ36百万円減少し、

3,858百万円となりました。  

 資産、負債及び純資産それぞれについての状況とそれらの主な要因は以下のとおりであります。  

（イ）資産  

 （流動資産）  

 当連結会計年度末における流動資産は、前連結会計年度末（2,677百万円）に比べ919百万円減少し、

1,758百万円となりました。これは、トレードウィン株式会社及びＳＢＩテック株式会社の全株式を取

得したこと等により、現金及び預金が1,301百万円減少した一方、２社が連結子会社となったこと等に

より、現預金以外の流動資産が382百万円増加したことがその主な要因であります。  

 （固定資産）  

 当連結会計年度末における固定資産は、前連結会計年度末（1,217百万円）に比べ882百万円増加し、

2,100百万円となりました。これは、トレードウィン株式会社及びＳＢＩテック株式会社の全株式を取

得したこと等により、固定資産1,191百万円が増加した一方で、債権譲渡等により長期貸付金617百万円

減少したことがその主な要因であります。 

（ロ）負債 

 （流動負債） 

 当連結会計年度末における流動負債は、前連結会計年度末（665百万円）に比べ85百万円減少し、580

百万円となりました。これは、トレードウィン株式会社及びＳＢＩテック株式会社の全株式を取得した

こと等により、買掛金94百万円、短期借入金50百万円がそれぞれ増加した一方、第３回無担保社債20百

万円、第４回無担保社債200百万円をそれぞれ償還したことがその主な要因であります。 

 （固定負債） 

 当連結会計年度末における固定負債は、前連結会計年度末（3,158百万円）に比べ2,921百万円減少

し、236百万円となりました。これは、無担保転換社債型新株予約権付社債の買入消却により3,000百万

円減少したことがその主な要因であります。 

（ハ）純資産 

 当連結会計年度末における純資産は、前連結会計年度末（70百万円）に比べ2,970百万円増加し、

3,041百万円となりました。これは、第三者割当増資により新株を発行し3,299百万円増加したことがそ

の主な要因であります。 

②キャッシュ・フローの分析 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」）は、前連結会計年度末（2,087百

万円）に比べ1,276百万円減少し、811百万円となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果獲得した資金は、107百万円（前期は262百万円の使用）となりました。これは、減価

償却費379百万円、減損損失105百万円、のれん償却額103百万円がそれぞれ増加した一方、売上債権246

百万円が増加し、税金等調整前当期純損失131百万円、賞与引当金65百万円がそれぞれ減少したことが

その主な要因であります。 

(2) 財政状態に関する分析
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、1,388百万円（前期は394百万円の獲得）となりました。これは、連

結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出1,205百万円、無形固定資産の取得による支出296百万

円があったことがその主な要因であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、4百万円（前期は1,442百万円の獲得）となりました。これは、社債

の償還による支出3,420百万円があった一方、第三者割当増資による新株の発行に伴う収入3,284百万

円、社債の発行による収入200百万円があったことがその主な要因であります。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
(注)  自己資本：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

    １．いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。なお、当社は平成18年３月期より 

   連結財務諸表を作成しているため、平成17年３月期までの推移については記載しておりま 

  せん。 

２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

３．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債 

  を対象としております。 

４．営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている 

  「営業活動によるキャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を使用しております。 

５．平成18年３月期、平成19年３月期及び平成20年３月期におけるキャッシュ・フロー対有利 

  子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、営業キャッシュ・フローがマイナ 

  スのため記載しておりません。 

  

(訂正後) 

① 資産、負債及び純資産の状況  

 当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末（3,801百万円）に比べ57百万円増加し、

3,858百万円となりました。  

 資産、負債及び純資産それぞれについての状況とそれらの主な要因は以下のとおりであります。  

（イ）資産  

 （流動資産）  

 当連結会計年度末における流動資産は、前連結会計年度末（2,680百万円）に比べ922百万円減少し、

1,758百万円となりました。これは、トレードウィン株式会社及びＳＢＩテック株式会社の全株式を取

得したこと等により、現金及び預金が1,301百万円減少した一方、２社が連結子会社となったこと等に

より、現預金以外の流動資産が378百万円増加したことがその主な要因であります。  

 （固定資産）  

平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期

自己資本比率 30.2% △4.4% 1.7% 78.8%

時価ベースの自己資本比率 310.8% 61.6% 132.4% 131.2%

キャッシュ・フロー対有利子 
負債比率

― ― ― 97.8%

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ

― ― ― 11.9倍
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 当連結会計年度末における固定資産は、前連結会計年度末（1,120百万円）に比べ979百万円増加

し、2,100百万円となりました。これは、トレードウィン株式会社及びＳＢＩテック株式会社の全株式

を取得したこと等により、固定資産1,191百万円が増加した一方で、債権譲渡等により長期貸付金617百

万円減少したことがその主な要因であります。 

（ロ）負債 

 （流動負債） 

 当連結会計年度末における流動負債は、前連結会計年度末（663百万円）に比べ88百万円減少し、574

百万円となりました。これは、トレードウィン株式会社及びＳＢＩテック株式会社の全株式を取得した

こと等により、買掛金94百万円、短期借入金50百万円がそれぞれ増加した一方、第３回無担保社債20百

万円、第４回無担保社債200百万円をそれぞれ償還したことがその主な要因であります。 

 （固定負債） 

 当連結会計年度末における固定負債は、前連結会計年度末（3,158百万円）に比べ2,921百万円減少

し、236百万円となりました。これは、無担保転換社債型新株予約権付社債の買入消却により3,000百万

円減少したことがその主な要因であります。 

（ハ）純資産 

 当連結会計年度末における純資産は、前連結会計年度末（△20百万円）に比べ3,067百万円増加し、

3,047百万円となりました。これは、第三者割当増資により新株を発行し3,299百万円増加したことがそ

の主な要因であります。 

②キャッシュ・フローの分析 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」）は、前連結会計年度末（2,087百

万円）に比べ1,276百万円減少し、811百万円となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果獲得した資金は、107百万円（前期は262百万円の使用）となりました。これは、減価

償却費379百万円、減損損失105百万円、のれん償却額103百万円がそれぞれ増加した一方、売上債権246

百万円が増加し、税金等調整前当期純損失131百万円、賞与引当金65百万円がそれぞれ減少したことが

その主な要因であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、1,388百万円（前期は394百万円の獲得）となりました。これは、連

結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出1,205百万円、無形固定資産の取得による支出296百万

円があったことがその主な要因であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、4百万円（前期は1,442百万円の獲得）となりました。これは、社債

の償還による支出3,420百万円があった一方、第三者割当増資による新株の発行に伴う収入3,284百万

円、社債の発行による収入200百万円があったことがその主な要因であります。 
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
(注)  自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

    １．いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。なお、当社は平成18年３月期より 

   連結財務諸表を作成しているため、平成17年３月期までの推移については記載しておりま 

  せん。 

２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

３．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債 

  を対象としております。 

４．営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている 

  「営業活動によるキャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を使用しております。 

５．平成18年３月期、平成19年３月期、平成20年３月期及び平成21年３月期におけるキャッシュ・フロー 

  対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、営業キャッシュ・フローがマイナス 

  のため記載しておりません。 

平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期

自己資本比率 23.0% △16.6% △0.7% 78.9%

時価ベースの自己資本比率 337.9% 67.9% 118.5% 131.2%

キャッシュ・フロー対有利子 
 負債比率

― ― ― ─

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ

― ― ― ─
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(訂正前) 

  

4.【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】 

(単位：千円) 

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 2,112,314 811,172 

受取手形及び売掛金 446,706 750,836

たな卸資産 ※1 35,933 ※1 81,807

繰延税金資産 33,961 2,200 

短期貸付金 149,550 41,915

その他 52,670 74,188

貸倒引当金 △153,555 △3,584

流動資産合計 2,677,581 1,758,535

固定資産 

有形固定資産 

建物 28,372 71,271 

減価償却累計額 △15,004 △29,525 

建物（純額） 13,367 41,746 

工具、器具及び備品 100,012 395,742 

減価償却累計額 △76,887 △281,204 

工具、器具及び備品（純額） 23,125 114,537 

リース資産 － 139,392 

有形固定資産合計 36,493 295,675 

無形固定資産 

ソフトウエア 302,089 99,903

ソフトウエア仮勘定 － 291,576 

のれん 427,993 853,768 

リース資産 － 4,910 

その他 86 180 

無形固定資産合計 730,168 1,250,339

投資その他の資産 

投資有価証券 ※2 295,763 ※2 268,552

長期貸付金 1,082,322 465,320 

繰延税金資産 27,961 32,348 

差入保証金 － 253,777 

その他 109,298 23,471 

貸倒引当金 △1,064,258 △489,483 

投資その他の資産合計 451,088 553,988

固定資産合計 1,217,750 2,100,003

資産合計 3,895,331 3,858,539
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(単位：千円) 

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部 

流動負債 

買掛金 152,803 247,714 

短期借入金 50,000 100,000 

1年内返済予定の長期借入金 9,996 5,010 

1年内償還予定の社債 220,000 － 

リース債務 － 33,807 

流動負債合計 665,934 580,200

未払法人税等 44,507 28,930

その他 122,820 164,738

賞与引当金 65,808 － 

固定負債 

転換社債型新株予約権付社債 3,000,000 － 

長期借入金 5,010 － 

リース債務 － 121,747 

固定負債合計 3,158,522 236,576 

退職給付引当金 71,145 73,150 

その他 － 1,679 

債務保証損失引当金 82,367 40,000 

負債合計 3,824,457 816,777

純資産の部 

株主資本 

資本金 2,161,434 3,811,426 

資本剰余金 2,087,511 3,737,502 

利益剰余金 △4,177,936 △4,505,637

自己株式 △3,357 △3,501 

株主資本合計 67,651 3,039,789

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 △3,261 － 

評価・換算差額等合計 △3,261 － 

新株予約権 － 1,972 

少数株主持分 6,483 － 

純資産合計 70,874 3,041,761

負債純資産合計 3,895,331 3,858,539
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(訂正後) 

  

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,112,314 811,172

受取手形及び売掛金 446,706 750,836

たな卸資産 35,933 ※1 81,807

繰延税金資産 － 2,200

短期貸付金 149,550 41,915

その他 89,828 74,188

貸倒引当金 △153,555 △3,584

流動資産合計 2,680,777 1,758,535

固定資産

有形固定資産

建物 28,372 71,271

減価償却累計額 △15,004 △29,525

建物（純額） 13,367 41,746

工具、器具及び備品 100,012 395,742

減価償却累計額 △76,887 △281,204

工具、器具及び備品（純額） 23,125 114,537

リース資産 － 139,392

有形固定資産合計 36,493 295,675

無形固定資産

ソフトウエア 204,994 99,903

ソフトウエア仮勘定 － 291,576

のれん 427,993 853,768

リース資産 － 4,910

その他 86 180

無形固定資産合計 633,073 1,250,339

投資その他の資産

投資有価証券 ※2 295,763 268,552

長期貸付金 1,069,213 465,320

繰延税金資産 － 32,348

差入保証金 － 253,777

その他 137,259 23,471

貸倒引当金 △1,051,148 △489,483

投資その他の資産合計 451,088 553,988

固定資産合計 1,120,655 2,100,003

資産合計 3,801,433 3,858,539
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 152,803 247,714

短期借入金 50,000 100,000

1年内返済予定の長期借入金 9,996 5,010

1年内償還予定の社債 220,000 －

リース債務 － 33,807

未払法人税等 42,231 26,654

その他 122,820 161,542

賞与引当金 65,808 －

流動負債合計 663,658 574,728

固定負債

転換社債型新株予約権付社債 3,000,000 －

長期借入金 5,010 －

リース債務 － 121,747

退職給付引当金 71,145 73,150

債務保証損失引当金 82,367 40,000

その他 － 1,679

固定負債合計 3,158,522 236,576

負債合計 3,822,181 811,305

純資産の部

株主資本

資本金 2,161,434 3,811,426

資本剰余金 2,087,511 3,737,502

利益剰余金 △4,269,559 △4,500,164

自己株式 △3,357 △3,501

株主資本合計 △23,971 3,045,262

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △3,261 －

評価・換算差額等合計 △3,261 －

新株予約権 － 1,972

少数株主持分 6,483 －

純資産合計 △20,748 3,047,234

負債純資産合計 3,801,433 3,858,539
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(訂正前) 

  

(2)【連結損益計算書】 

(単位：千円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 3,082,042 6,055,069

売上原価 2,517,927 4,860,030

売上総利益 564,114 1,195,039

販売費及び一般管理費 

役員報酬 117,197 137,715 

給料及び手当 250,602 328,288 

減価償却費 47,243 22,448

賞与引当金繰入額 19,724 － 

退職給付費用 3,610 2,383 

貸倒引当金繰入額 1,995 3,885 

支払手数料 113,814 94,585 

研究開発費 101,737 104,450 

その他 308,824 458,468 

販売費及び一般管理費合計 ※1 964,749 ※1 1,152,226

営業利益又は営業損失（△） △400,634 42,813

営業外収益 

受取利息 2,655 2,304 

負ののれん償却額 － 20,974 

その他 4,246 8,735 

営業外収益合計 6,902 32,014 

営業外費用 

支払利息 6,961 8,960 

株式交付費 － 15,234 

持分法による投資損失 55,421 － 

その他 1,571 3,190 

営業外費用合計 63,953 27,385 

経常利益又は経常損失（△） △457,686 47,442

特別利益 

固定資産売却益 ※2 － ※2 925 

事業移転利益 7,922 － 

投資有価証券売却益 214,338 70,308 

持分変動利益 24,154 － 

違約金収入 － 11,664 

その他 － 6,112 

特別利益合計 246,414 89,009
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(単位：千円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

特別損失 

固定資産除却損 ※3 138 ※3 117,852 

貸倒引当金繰入額 271,380 3,047 

債務保証損失引当金繰入額 32,367 － 

製品評価損 282,855 5,313

投資有価証券評価損 119,679 22,139

関係会社株式評価損 8,685 － 

減損損失 ※4 498,245 ※4 105,366

その他 － 14,444 

特別損失合計 1,213,351 268,164

税金等調整前当期純損失（△） △1,424,622 △131,712

法人税、住民税及び事業税 47,976 48,254 

法人税等調整額 △9,603 147,733 

法人税等合計 38,372 195,987 

少数株主損失（△） △22,851 － 

当期純損失（△） △1,440,143 △327,700
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(訂正後) 

  

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

売上高 3,082,042 6,050,989

売上原価 2,473,338 4,807,610

売上総利益 608,703 1,243,379

販売費及び一般管理費

役員報酬 117,197 137,715

給料及び手当 250,602 328,288

減価償却費 47,243 22,448

賞与引当金繰入額 19,724 －

退職給付費用 3,610 2,383

貸倒引当金繰入額 1,995 3,885

支払手数料 113,814 94,585

研究開発費 101,737 104,450

その他 308,824 458,468

販売費及び一般管理費合計 ※1 964,749 ※1 1,152,226

営業利益又は営業損失（△） △356,045 91,152

営業外収益

受取利息 2,655 2,304

負ののれん償却額 － 20,974

その他 4,246 8,735

営業外収益合計 6,902 32,014

営業外費用

支払利息 6,961 8,960

株式交付費 － 15,234

持分法による投資損失 55,421 －

その他 1,571 3,190

営業外費用合計 63,953 27,385

経常利益又は経常損失（△） △413,096 95,781

特別利益

固定資産売却益 － ※2 925

事業移転利益 7,922 －

投資有価証券売却益 214,338 70,308

持分変動利益 24,154 －

違約金収入 － 11,664

その他 － 6,112

特別利益合計 246,414 89,009

― 17 ―



 

 
  

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

特別損失

固定資産除却損 ※3 138 ※3 69,096

貸倒引当金繰入額 271,380 3,047

債務保証損失引当金繰入額 32,367 －

製品評価損 86,855 5,313

投資有価証券評価損 24,679 22,139

関係会社株式評価損 8,685 －

減損損失 ※4 498,245 ※4 105,366

その他 － 14,444

取引修正損 6,436 －

特別損失合計 928,787 219,408

税金等調整前当期純損失（△） △1,095,469 △34,617

法人税、住民税及び事業税 47,976 48,254

法人税等調整額 △9,603 147,733

法人税等合計 38,372 195,987

少数株主損失（△） △22,851 －

当期純損失（△） △1,110,990 △230,605
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(訂正前) 

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 
  

 
  

 

(3)【連結株主資本等変動計算書】

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(千円) 1,306,684 1,232,761 △2,724,125 △3,133 △187,812

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 854,750 854,750 1,709,500

 当期純損失(△) △1,440,143 △1,440,143

 持分法適用会社減少に伴う増加 △13,667 △13,667

 自己株式の取得 △224 △224

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

854,750 854,750 △1,453,811 △224 255,464

平成20年３月31日残高(千円) 2,161,434 2,087,511 △4,177,936 △3,357 67,651

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 12,319 12,319 29,334 △146,157

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 1,709,500

当期純損失(△) △1,440,143

 持分法適用会社減少に伴う増加 △13,667

 自己株式の取得 △224

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△15,580 △15,580 △22,851 △38,432

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

△15,580 △15,580 △22,851 217,032

平成20年３月31日残高(千円) △3,261 △3,261 6,483 70,874
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当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成20年３月31日残高(千円) 2,161,434 2,087,511 △4,177,936 △3,357 67,651

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 1,649,991 1,649,991 3,299,982

 当期純損失(△) △327,700 △327,700

 自己株式の取得 △143 △143

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

1,649,991 1,649,991 △327,700 △143 2,972,138

平成21年３月31日残高(千円) 3,811,426 3,737,502 △4,505,637 △3,501 3,039,789

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成20年３月31日残高(千円) △3,261 △3,261 ─ 6,483 70,874

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 3,299,982

当期純損失(△) △327,700

 自己株式の取得 △143

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

3,261 3,261 1,972 △6,483 △1,250

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

3,261 3,261 1,972 △6,483 2,970,887

平成21年３月31日残高(千円) ─ ─ 1,972 ─ 3,041,761
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(訂正後) 

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(千円) 1,306,684 1,232,761 △3,144,900 △3,133 △608,588

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 854,750 854,750 1,709,500

 当期純損失(△) △1,110,990 △1,110,990

 持分法適用会社減少に伴う増加 △13,667 △13,667

 自己株式の取得 △224 △224

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

854,750 854,750 △1,124,658 △224 584,617

平成20年３月31日残高(千円) 2,161,434 2,087,511 △4,269,559 △3,357 △23,971

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 12,319 12,319 29,334 △566,933

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 1,709,500

当期純損失(△) △1,110,990

 持分法適用会社減少に伴う増加 △13,667

 自己株式の取得 △224

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△15,580 △15,580 △22,851 △38,432

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

△15,580 △15,580 △22,851 546,185

平成20年３月31日残高(千円) △3,261 △3,261 6,483 △20,748
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当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

  

 
  

 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成20年３月31日残高(千円) 2,161,434 2,087,511 △4,269,559 △3,357 △23,971

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 1,649,991 1,649,991 3,299,982

 当期純損失(△) △230,605 △230,605

 自己株式の取得 △143 △143

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

1,649,991 1,649,991 △230,605 △143 3,069,233

平成21年３月31日残高(千円) 3,811,426 3,737,502 △4,500,164 △3,501 3,045,262

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成20年３月31日残高(千円) △3,261 △3,261 ─ 6,483 △20,748

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 3,299,982

当期純損失(△) △230,605

 自己株式の取得 △143

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

3,261 3,261 1,972 △6,483 △1,250

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

3,261 3,261 1,972 △6,483 3,067,982

平成21年３月31日残高(千円) ─ ─ 1,972 ─ 3,047,234

― 22 ―



(訂正前) 

  

(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前当期純損失（△） △1,424,622 △131,712

減価償却費 171,996 379,659

減損損失 498,245 105,366 

のれん償却額 51,852 103,255 

負ののれん償却額 － △20,974 

貸倒損失 － 1,578 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 273,375 2,225 

賞与引当金の増減額（△は減少） 6,808 △65,808 

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） 32,367 △42,367 

受取利息及び受取配当金 △3,024 △2,922 

支払利息 6,961 8,960 

株式交付費 1,538 15,234 

持分法による投資損益（△は益） 55,421 － 

持分変動損益（△は益） △24,154 － 

事業移転利益 △7,922 － 

固定資産売却損益（△は益） － △925 

投資有価証券売却損益（△は益） △214,338 △70,308 

投資有価証券評価損益（△は益） 119,679 22,139 

固定資産除却損 138 117,852

債権売却損 － 3,075 

関係会社株式評価損 8,685 － 

製品評価損 282,855 5,313 

売上債権の増減額（△は増加） 184,131 △246,510 

たな卸資産の増減額（△は増加） △168,607 118,609 

仕入債務の増減額（△は減少） △60,802 48,737 

その他 △15,742 △52,921 

小計 △225,159 297,556 

利息及び配当金の受取額 3,648 2,976 

利息の支払額 △6,136 △9,037 

法人税等の還付額 － 11,047 

法人税等の支払額 △34,930 △195,170 

営業活動によるキャッシュ・フロー △262,578 107,371 
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(単位：千円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出 △4,548 △34,768 

有形固定資産の売却による収入 － 3,500 

無形固定資産の取得による支出 △88,460 △296,910 

無形固定資産の売却による収入 24,000 － 

投資有価証券の取得による支出 △21,690 △3,505 

投資有価証券の売却による収入 575,000 138,408 

定期預金の払戻による収入 － 25,000 

貸付けによる支出 △275,703 △540 

貸付金の回収による収入 188,099 11,918 

子会社株式の取得による支出 － △6,000 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 

※2 － ※2 △1,205,713 

その他 △1,863 △19,524 

投資活動によるキャッシュ・フロー 394,832 △1,388,134 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の純増減額（△は減少） △200,000 △50,000 

長期借入金の返済による支出 △24,896 △9,996 

社債の発行による収入 － 200,000 

社債の償還による支出 △40,000 △3,420,000 

株式の発行による収入 1,707,961 3,284,748 

自己株式の取得による支出 △224 △132 

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,442,840 4,620 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,575,094 △1,276,142 

現金及び現金同等物の期首残高 512,219 2,087,314 

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 2,087,314 ※1 811,172 
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(訂正後) 

  

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △1,095,469 △34,617

減価償却費 127,406 331,320

減損損失 498,245 105,366

のれん償却額 51,852 103,255

負ののれん償却額 － △20,974

貸倒損失 － 1,578

貸倒引当金の増減額（△は減少） 273,375 2,225

賞与引当金の増減額（△は減少） 6,808 △65,808

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） 32,367 △42,367

受取利息及び受取配当金 △3,024 △2,922

支払利息 6,961 8,960

株式交付費 1,538 15,234

持分法による投資損益（△は益） 55,421 －

持分変動損益（△は益） △24,154 －

事業移転利益 △7,922 －

固定資産売却損益（△は益） － △925

投資有価証券売却損益（△は益） △214,338 △70,308

投資有価証券評価損益（△は益） 24,679 22,139

固定資産除却損 138 69,096

債権売却損 － 3,075

関係会社株式評価損 8,685 －

製品評価損 86,855 5,313

売上債権の増減額（△は増加） 41,331 △246,510

たな卸資産の増減額（△は増加） 27,392 118,609

仕入債務の増減額（△は減少） △60,802 48,737

その他 △62,505 △52,921

小計 △225,159 297,556

利息及び配当金の受取額 3,648 2,976

利息の支払額 △6,136 △9,037

法人税等の還付額 － 11,047

法人税等の支払額 △34,930 △195,170

営業活動によるキャッシュ・フロー △262,578 107,371
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △4,548 △34,768

有形固定資産の売却による収入 － 3,500

無形固定資産の取得による支出 △88,460 △296,910

無形固定資産の売却による収入 24,000 －

投資有価証券の取得による支出 △21,690 △3,505

投資有価証券の売却による収入 575,000 138,408

定期預金の払戻による収入 － 25,000

貸付けによる支出 △275,703 △540

貸付金の回収による収入 188,099 11,918

子会社株式の取得による支出 － △6,000

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ ※2 △1,205,713

その他 △1,863 △19,524

投資活動によるキャッシュ・フロー 394,832 △1,388,134

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △200,000 △50,000

長期借入金の返済による支出 △24,896 △9,996

社債の発行による収入 － 200,000

社債の償還による支出 △40,000 △3,420,000

株式の発行による収入 1,707,961 3,284,748

自己株式の取得による支出 △224 △132

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,442,840 4,620

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,575,094 1,276,012

現金及び現金同等物の期首残高 512,219 2,087,314

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 2,087,314 ※1 811,172
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(訂正前) 

 

(5)【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

  当社グループでは、当連結会計年度においてＳＢＩホ
ールディングス㈱及びＳＢＩイー・トレード証券㈱を割
当先とする第三者割当増資により資本増強を行った結
果、連結純資産は70百万円となり、債務超過の状況は解
消されました。  
 しかしながら当連結会計年度において400百万円の営
業損失を計上し、前連結会計年度に引き続き営業損失が
発生しているとともに、営業活動によるキャッシュ・フ
ローもマイナスとなっております。  
 さらに当連結会計年度において、事業計画の進捗遅延
及びＳＢＩグループとの連携強化による事業再構築に伴
い資産の精査を厳格に実施したこと等により1,213百万
円の特別損失を計上し、当期純損失は1,440百万円とな
りました。  
 当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義
が生じております。  
 当社グループは、当該状況を解消すべく下記対策を推
進してまいります。 

 １．収益基盤の強化  
 当社グループは、セキュリティ製品販売におけるパー
トナーとの連携を含む営業体制の再構築の遅れ、また受
託開発における技術者の確保の遅れ等により、当連結会
計年度に営業損失を400百万円計上し、また営業キャッ
シュ・フローは△262百万円となっております。  
 当社は、ＳＢＩイー・トレード証券㈱の完全子会社で
証券会社向けシステム構築・運用に強みを持つシステム
会社２社の全株式を平成20年４月１日に取得し、グルー
プ内企業のシステム構築・維持管理を行う「システム関
連生態系」のコア企業として、従来の事業をベースに据
えつつ、その他の関連分野にも積極的に事業拡大を行っ
てまいります。この抜本的な事業再構築を進めていくこ
とにより、収益基盤を強化し、営業利益の確保および営
業キャッシュ・フローの獲得に取り組んでまいります。 

 ２．管理体制の強化  
 当社グループは、事業再構築に伴い資産の精査を厳格
に実施したこと等により当連結会計年度に1,213百万円
の特別損失を計上しました。これは主に投融資等が当初
期待した成果を上げることができなかったことによりま
す。  
 当社グループは、投融資等の重要な意思決定プロセス
を見直し、審査機能を強化した決裁の仕組みを整備して
まいります。またグループ全体の管理部門を統合し、コ
スト削減を行うとともに、適切な意思決定や業務遂行を
サポートする内部統制システムを整備・運用してまいり
ます。 
   
 連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお
り、上記のような重要な疑義の影響を連結財務諸表には
反映しておりません。

 ─────────
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(訂正後) 

 
  

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

  当社グループでは、当連結会計年度においてＳＢＩホ

ールディングス㈱及びＳＢＩイー・トレード証券㈱を割

当先とする第三者割当増資により資本増強を行いました

が、20,748千円の債務超過となっております。  

 また、当連結会計年度において356,045千円の営業損

失を計上し、前連結会計年度に引き続き営業損失が発生

しているとともに、営業活動によるキャッシュ・フロー

もマイナスとなっております。  

 さらに当連結会計年度において、事業計画の進捗遅延

及びＳＢＩグループとの連携強化による事業再構築に伴

い資産の精査を厳格に実施したこと等により928,787千

円の特別損失を計上し、当期純損失は1,110,990千円と

なりました。  

 当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義

が生じております。  

 当社グループは、当該状況を解消すべく下記対策を推

進してまいります。 

 １．収益基盤の強化  

 当社グループは、セキュリティ製品販売におけるパー

トナーとの連携を含む営業体制の再構築の遅れ、また受

託開発における技術者の確保の遅れ等により、当連結会

計年度に営業損失を356,045千円計上し、また営業キャ

ッシュ・フローは△262,578千円となっております。  

 当社は、ＳＢＩイー・トレード証券㈱の完全子会社で

証券会社向けシステム構築・運用に強みを持つシステム

会社２社の全株式を平成20年４月１日に取得し、グルー

プ内企業のシステム構築・維持管理を行う「システム関

連生態系」のコア企業として、従来の事業をベースに据

えつつ、その他の関連分野にも積極的に事業拡大を行っ

てまいります。この抜本的な事業再構築を進めていくこ

とにより、収益基盤を強化し、営業利益の確保および営

業キャッシュ・フローの獲得に取り組んでまいります。 

 ２．管理体制の強化  

 当社グループは、事業再構築に伴い資産の精査を厳格

に実施したこと等により当連結会計年度に928,787千円

の特別損失を計上しました。これは主に投融資等が当初

期待した成果を上げることができなかったことによりま

す。  

 当社グループは、投融資等の重要な意思決定プロセス

を見直し、審査機能を強化した決裁の仕組みを整備して

まいります。またグループ全体の管理部門を統合し、コ

スト削減を行うとともに、適切な意思決定や業務遂行を

サポートする内部統制システムを整備・運用してまいり

ます。 

   

 連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、上記のような重要な疑義の影響を連結財務諸表には

反映しておりません。

 ─────────

 

 

― 28 ―



 

（訂正前） 

 
  

（訂正後） 

 

(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において流動負債の「その他」に含め

て表示しておりました「未払法人税等」（前連結会計年

度23,428千円）については、負債及び純資産の合計額の

100分の１超となったため、当連結会計年度より区分掲

記しております。

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しておりました「差入保証金」（前連

結会計年度102,148千円）については、資産の合計額の

100分の５超となったため、当連結会計年度より区分掲

記しております。

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度において販売費及び一般管理費の 

「その他」に含めて表示しておりました「支払手数 

料」（前連結会計年度112,700千円）、「研究開発 

費」（前連結会計年度69,003千円）については、販売費

及び一般管理費の合計額の100分の10超となったため、

当連結会計年度より区分掲記しております。 

 

（連結損益計算書）  

 前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含

めて表示しておりました「株式交付費」（前連結会計年

度1,538千円）については、営業外費用の合計額の100分

の10超となったため、当連結会計年度より区分掲記して

おります。

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において流動負債の「その他」に含め

て表示しておりました「未払法人税等」（前連結会計年

度21,151千円）については、負債及び純資産の合計額の

100分の１超となったため、当連結会計年度より区分掲

記しております。

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において流動資産の「その他」及び投

資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりまし

た「繰延税金資産」（前連結会計年度 流動資産33,961

千円、投資その他の資産27,961千円）については、当連

結会計年度より区分掲記しております。

前連結会計年度において投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しておりました「差入保証金」（前連

結会計年度102,148千円）については、資産の合計額の

100分の５超となったため、当連結会計年度より区分掲

記しております。

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度において販売費及び一般管理費の 

「その他」に含めて表示しておりました「支払手数 

料」（前連結会計年度112,700千円）、「研究開発 

費」（前連結会計年度69,003千円）については、販売費

及び一般管理費の合計額の100分の10超となったため、

当連結会計年度より区分掲記しております。 

 

（連結損益計算書）  

 前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含

めて表示しておりました「株式交付費」（前連結会計年

度1,538千円）については、営業外費用の合計額の100分

の10超となったため、当連結会計年度より区分掲記して

おります。
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(訂正前) 

  

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。

 一般管理費 101,737千円
 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。

 一般管理費 104,450千円

 

 

※２      ───────── 

 

 

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま
す。

 工具、器具及び備品 138千円

 

 

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。

 工具、器具及び備品 925千円

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま
す。

 ソフトウエア 117,852千円

 

 

※４ 減損損失 

   当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。

 (1) 減損損失を認識した主な資産

場所 用途 種類

 東京都品川区  事業資産
ソフトウエア、 
ソフトウエア 
仮勘定

 東京都品川区  事業資産
工具、器具及び
備品、 
ソフトウエア

 東京都品川区  事業資産

工具、器具及び
備品、 
ソフトウエア、 
のれん

 (2) 減損損失の認識に至った経緯

   当社においては、今後の事業展開の見直し等によ

り、想定していた収益を見込めないと判断した事業

資産について、減損損失を認識しております。 

 連結子会社の株式会社シーフォービジネスコンサ

ルティング及び株式会社シーフォー＆パソナテック

マネージメントサービスにおいては、営業キャッシ

ュ・フローのマイナスが継続しているため、減損損

失を認識しております。

 (3) 減損損失の金額

 工具、器具及び備品 2,179千円

 ソフトウエア 53,154千円

 ソフトウエア仮勘定 435,410千円

 のれん 7,500千円

      計 498,245千円

 (4) 資産のグルーピングの方法

   当社グループは減損会計の適用にあたり、事業資

産については管理会計上の区分ごと、遊休資産はそ

れぞれ個別の資産ごとに資産のグルーピングを行っ

ております。

 

 

※４ 減損損失 

   当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。

 (1) 減損損失を認識した主な資産

場所 用途 種類

東京都品川区 事業資産 ソフトウエア

東京都港区 事業資産 ソフトウエア

 
  
 
  
 

 (2) 減損損失の認識に至った経緯

   当社においては、今後の事業展開の見直し等によ

り、想定していた収益を見込めないと判断した事業

資産について、減損損失を認識しております。 

 連結子会社のＳＢＩテック株式会社においては、

対象資産の利用中止が予定されており、資産計上額

に見合う将来収益獲得額が見込めないため、減損損

失を認識しております。 

 

 (3) 減損損失の金額

 ソフトウエア 105,366千円

      計 105,366千円

 
  
 
 

 (4) 資産のグルーピングの方法

   当社グループは減損会計の適用にあたり、事業資

産については管理会計上の区分ごと、遊休資産はそ

れぞれ個別の資産ごとに資産のグルーピングを行っ

ております。
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前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 (5) 回収可能価額の算定方法

 当社グループの回収可能価額は、使用価値を使

用しておりますが、以下のとおり将来キャッシ

ュ・フローが見込めない事業資産については、帳

簿価額全額を減損損失として計上しております。  

 当社においては、今後の事業展開の見直し等に

より、一部の事業資産について将来キャッシュ・

フローの合理的な見積りが困難であるため、使用

価値＝ゼロとしております。  

 株式会社シーフォービジネスコンサルティング

及び株式会社シーフォー＆パソナテックマネージ

メントサービスの事業資産については、今後の業

績回復が見込めないため、使用価値＝ゼロとして

おります。

 (5) 回収可能価額の算定方法

 当社グループの回収可能価額は、使用価値を使

用しておりますが、以下のとおり将来キャッシ

ュ・フローが見込めない事業資産については、帳

簿価額全額を減損損失として計上しております。  

 当社においては、今後の事業展開の見直し等に

より、一部の事業資産について将来キャッシュ・

フローの合理的な見積りが困難であるため、使用

価値＝ゼロとしております。  

 ＳＢＩテック株式会社の事業資産については、

今後の収益獲得が見込めないため、使用価値＝ゼ

ロとしております。
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(訂正後) 

  

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。

 一般管理費 101,737千円
 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。

 一般管理費 104,450千円

 

 

※２      ───────── 

 

 

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま
す。

 工具、器具及び備品 138千円

 

 

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。

 工具、器具及び備品 925千円

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま
す。

 ソフトウエア 69,096千円

 

 

※４ 減損損失 

   当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。

 (1) 減損損失を認識した主な資産

場所 用途 種類

 東京都品川区  事業資産
ソフトウエア、 
ソフトウエア 
仮勘定

 東京都品川区  事業資産
工具、器具及び
備品、 
ソフトウエア

 東京都品川区  事業資産

工具、器具及び
備品、 
ソフトウエア、 
のれん

 (2) 減損損失の認識に至った経緯

   当社においては、今後の事業展開の見直し等によ

り、想定していた収益を見込めないと判断した事業

資産について、減損損失を認識しております。 

 連結子会社の株式会社シーフォービジネスコンサ

ルティング及び株式会社シーフォー＆パソナテック

マネージメントサービスにおいては、営業キャッシ

ュ・フローのマイナスが継続しているため、減損損

失を認識しております。

 (3) 減損損失の金額

 工具、器具及び備品 2,179千円

 ソフトウエア 53,154千円

 ソフトウエア仮勘定 435,410千円

 のれん 7,500千円

      計 498,245千円

 (4) 資産のグルーピングの方法

   当社グループは減損会計の適用にあたり、事業資

産については管理会計上の区分ごと、遊休資産はそ

れぞれ個別の資産ごとに資産のグルーピングを行っ

ております。

 

 

※４ 減損損失 

   当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。

 (1) 減損損失を認識した主な資産

場所 用途 種類

東京都品川区 事業資産 ソフトウエア

東京都港区 事業資産 ソフトウエア

 
  
 
  
 

 (2) 減損損失の認識に至った経緯

   当社においては、今後の事業展開の見直し等によ

り、想定していた収益を見込めないと判断した事業

資産について、減損損失を認識しております。 

 連結子会社のＳＢＩテック株式会社においては、

対象資産の利用中止が予定されており、資産計上額

に見合う将来収益獲得額が見込めないため、減損損

失を認識しております。 

 

 (3) 減損損失の金額

 ソフトウエア 105,366千円

      計 105,366千円

 
  
 
 

 (4) 資産のグルーピングの方法

   当社グループは減損会計の適用にあたり、事業資

産については管理会計上の区分ごと、遊休資産はそ

れぞれ個別の資産ごとに資産のグルーピングを行っ

ております。
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前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 (5) 回収可能価額の算定方法

 当社グループの回収可能価額は、使用価値を使

用しておりますが、以下のとおり将来キャッシ

ュ・フローが見込めない事業資産については、帳

簿価額全額を減損損失として計上しております。  

 当社においては、今後の事業展開の見直し等に

より、一部の事業資産について将来キャッシュ・

フローの合理的な見積りが困難であるため、使用

価値＝ゼロとしております。  

 株式会社シーフォービジネスコンサルティング

及び株式会社シーフォー＆パソナテックマネージ

メントサービスの事業資産については、今後の業

績回復が見込めないため、使用価値＝ゼロとして

おります。

 (5) 回収可能価額の算定方法

 当社グループの回収可能価額は、使用価値を使

用しておりますが、以下のとおり将来キャッシ

ュ・フローが見込めない事業資産については、帳

簿価額全額を減損損失として計上しております。  

 当社においては、今後の事業展開の見直し等に

より、一部の事業資産について将来キャッシュ・

フローの合理的な見積りが困難であるため、使用

価値＝ゼロとしております。  

 ＳＢＩテック株式会社の事業資産については、

今後の収益獲得が見込めないため、使用価値＝ゼ

ロとしております。
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(訂正前) 

 
  

(税効果会計関係)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日)

当連結会計年度 
(平成21年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 (流動資産)

 貸倒引当金否認 62,310千円

前渡金償却損金不算入額 3,876千円

賞与引当金否認 26,777千円

未払事業税 5,967千円

製品評価損否認 137,374千円

その他 3,654千円

評価性引当額 △205,999千円

繰延税金資産計 33,961千円

 (固定資産)

繰越欠損金 874,289千円

固定資産償却超過額 54,580千円

減損損失否認 194,603千円

貸倒引当金否認 247,500千円

投資有価証券評価損否認 174,886千円

退職給付引当金否認 25,723千円

債務保証損失引当金否認 33,515千円

評価性引当額 △1,577,137千円

繰延税金資産計 27,961千円

繰延税金負債  ─ 千円

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 (流動資産)

 貸倒引当金否認 946千円

前渡金償却損金不算入額 3,876千円

未払事業税 7,169千円

製品評価損否認 136,446千円

その他 6,633千円

評価性引当額 △152,872千円

繰延税金資産計 2,200千円

 (固定資産)

繰越欠損金 1,497,042千円

固定資産償却超過額 94,979千円

減損損失否認 193,704千円

貸倒引当金否認 284,789千円

投資有価証券評価損否認 33,982千円

退職給付引当金否認 27,298千円

債務保証損失引当金否認 16,276千円

評価性引当額 △2,115,724千円

繰延税金資産計 32,348千円

繰延税金負債 ─ 千円

 

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

  課税所得が発生していないため、該当事項はありま

せん。

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

           同左
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(訂正後) 

 

前連結会計年度 
(平成20年３月31日)

当連結会計年度 
(平成21年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 (流動資産)

 貸倒引当金繰入超過額 62,310千円

前渡金償却損金不算入額 3,876千円

賞与引当金否認 26,777千円

未払事業税 5,176千円

製品評価損否認 57,621千円

その他 3,654千円

評価性引当額 △125,456千円

繰延税金資産計 33,961千円

 (固定資産)

繰越欠損金 858,201千円

固定資産償却超過額 54,580千円

減損損失否認 194,603千円

貸倒引当金繰入超過額 242,166千円

投資有価証券評価損否認 136,230千円

退職給付引当金否認 25,723千円

債務保証損失引当金否認 33,515千円

評価性引当額 △1,517,060千円

繰延税金資産計 27,961千円

繰延税金負債  ─ 千円

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 (流動資産)

 貸倒引当金繰入超過額 244千円

前渡金償却損金不算入額 3,876千円

未払事業税 3,756千円

製品評価損否認 57,715千円

評価性引当額 △63,392千円

繰延税金資産計 2,200千円

 (固定資産)

繰越欠損金 1,451,252千円

固定資産償却超過額 16,529千円

減損損失否認 155,501千円

貸倒引当金繰入超過額 284,874千円

投資有価証券評価損否認 28,932千円

債務保証損失引当金否認 16,276千円

評価性引当額 △1,921,018千円

繰延税金資産計 32,348千円

繰延税金負債 ─ 千円

 

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

  課税所得が発生していないため、差異の原因につい

ては注記しておりません。

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

           同左
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(訂正前) 

 
(注) 算定上の基礎 

   １ １株当たり純資産額 

 
  

   ２ １株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 
  

(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 338円56銭 7,276円28銭

１株当たり当期純損失 20,837円24銭 1,004円87銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益については、１株当たり当期純損
失であるため記載しておりません。

 
潜在株式調整後１株当たり当期純利
益については、１株当たり当期純損
失であるため記載しておりません。 
 

項目
前連結会計年度 

（平成20年３月31日)
当連結会計年度 

(平成21年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 70,874 3,041,761

普通株式に係る純資産額（千円） 64,390 3,039,789

差額の主な内訳（千円）

新株予約権
少数株主持分

─
6,483

1,972
─

普通株式の発行済株式数（株） 190,213.48 417,798

普通株式の自己株式数（株） 25.23 31

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（株）

190,188.25 417,767

項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

連結損益計算書上の当期純損失（千円） 1,440,143 327,700

普通株式に係る当期純損失（千円） 1,440,143 327,700

普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─

普通株式の期中平均株式数（株） 69,113 326,110

当期純利益調整額（千円） ─ ─

普通株式増加数（株） ─ ─

希薄効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式
の概要

新株予約権（新株予約権
の数104個）及び転換社
債型新株予約権付社債に
付された新株予約権（新
株予約権の数30個）

新株予約権（新株予約権
の数91個）
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(訂正後) 

 
(注) 算定上の基礎 

   １ １株当たり純資産額 

 
  

   ２ １株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 △143円19銭 7,289円38銭

１株当たり当期純損失 16,074円77銭 707円13銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益については、潜在株式は存在する
ものの１株当たり当期純損失である
ため記載しておりません。

 
潜在株式調整後１株当たり当期純利
益については、潜在株式は存在する
ものの１株当たり当期純損失である
ため記載しておりません。 
 

項目
前連結会計年度 

（平成20年３月31日)
当連結会計年度 

(平成21年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） △20,748 3,047,234

普通株式に係る純資産額（千円） △27,232 3,045,262

差額の主な内訳（千円）

新株予約権
少数株主持分

─
6,483

1,972
─

普通株式の発行済株式数（株） 190,213.48 417,798

普通株式の自己株式数（株） 25.23 31

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（株）

190,188.25 417,767

項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

連結損益計算書上の当期純損失（千円） 1,110,990 230,605

普通株式に係る当期純損失（千円） 1,110,990 230,605

普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─

普通株式の期中平均株式数（株） 69,113 326,110

当期純利益調整額（千円） ─ ─

普通株式増加数（株） ─ ─

希薄効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式
の概要

新株予約権（新株予約権
の数104個）及び転換社
債型新株予約権付社債に
付された新株予約権（新
株予約権の数30個）

新株予約権（新株予約権
の数91個）
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(訂正前) 

  

5.【個別財務諸表】

(1)【貸借対照表】 

(単位：千円) 

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 2,045,833 192,990 

売掛金 ※1 79,306 ※1 61,573

製品 8,199 －

仕掛品 － 189 

貯蔵品 1,127 805 

前渡金 1,211 － 

前払費用 15,973 14,979

短期貸付金 149,000 1,850

その他 ※1 30,997 ※1 1,665

貸倒引当金 △149,237 △809

流動資産合計 2,182,412 273,244

固定資産 

有形固定資産 

建物 26,222 26,222 

減価償却累計額 △14,502 △16,261 

建物（純額） 11,719 9,960 

工具、器具及び備品 81,268 81,597 

減価償却累計額 △69,572 △73,495 

工具、器具及び備品（純額） 11,696 8,101 

有形固定資産合計 23,416 18,062 

無形固定資産 

ソフトウエア 298,514 17,936

ソフトウエア仮勘定 － 47 

電話加入権 86 86 

無形固定資産合計 298,600 18,069

投資その他の資産 

投資有価証券 281,278 213,835 

関係会社株式 365,684 2,255,804 

長期貸付金 578,258 － 

関係会社長期貸付金 420,835 420,835 

長期前払費用 7,000 6,000 

差入保証金 97,358 99,041 

貸倒引当金 △818,675 △240,417 

投資その他の資産合計 931,739 2,755,099

固定資産合計 1,253,755 2,791,230

資産合計 3,436,168 3,064,474
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(単位：千円) 

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部 

流動負債 

買掛金 ※1 33,800 ※1 13,143 

短期借入金 50,000 － 

1年内償還予定の社債 220,000 － 

未払金 11,161 27,182 

未払費用 2,021 1,353 

未払法人税等 6,985 12,811

前受金 13,405 10,252 

預り金 3,855 2,835 

その他 20 ※1 6,570

流動負債合計 341,250 74,148

固定負債 

転換社債型新株予約権付社債 3,000,000 － 

固定負債合計 3,000,000 － 

負債合計 3,341,250 74,148

純資産の部 

株主資本 

資本金 2,161,434 3,811,426 

資本剰余金 

資本準備金 1,883,823 3,533,814 

その他資本剰余金 203,688 203,688 

資本剰余金合計 2,087,511 3,737,502 

利益剰余金 

利益準備金 100 100 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 △4,150,770 △4,555,200

利益剰余金合計 △4,150,670 △4,555,100

自己株式 △3,357 △3,501 

株主資本合計 94,918 2,990,325

純資産合計 94,918 2,990,325

負債純資産合計 3,436,168 3,064,474
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(訂正後) 

  

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,045,833 192,990

売掛金 ※1 79,306 ※1 61,573

製品 8,199 －

仕掛品 － 189

貯蔵品 1,127 805

前渡金 1,211 －

前払費用 15,973 14,979

短期貸付金 149,000 1,850

その他 ※1 34,193 ※1 1,665

貸倒引当金 △149,237 △809

流動資産合計 2,185,608 273,244

固定資産

有形固定資産

建物 26,222 26,222

減価償却累計額 △14,502 △16,261

建物（純額） 11,719 9,960

工具、器具及び備品 81,268 81,597

減価償却累計額 △69,572 △73,495

工具、器具及び備品（純額） 11,696 8,101

有形固定資産合計 23,416 18,062

無形固定資産

ソフトウエア 201,419 17,936

ソフトウエア仮勘定 － 47

電話加入権 86 86

無形固定資産合計 201,505 18,069

投資その他の資産

投資有価証券 281,278 213,835

関係会社株式 365,684 2,255,804

長期貸付金 565,148 －

関係会社長期貸付金 420,835 420,835

長期前払費用 7,000 6,000

差入保証金 97,358 99,041

貸倒引当金 △805,566 △240,417

投資その他の資産合計 931,739 2,755,099

固定資産合計 1,156,661 2,791,230

資産合計 3,342,269 3,064,474
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 ※1 33,800 ※1 13,143

短期借入金 50,000 －

1年内償還予定の社債 220,000 －

未払金 11,161 27,182

未払費用 2,021 1,353

未払法人税等 4,709 10,535

前受金 13,405 10,252

預り金 3,855 2,835

その他 20 ※1 3,374

流動負債合計 338,974 68,676

固定負債

転換社債型新株予約権付社債 3,000,000 －

固定負債合計 3,000,000 －

負債合計 3,338,974 68,676

純資産の部

株主資本

資本金 2,161,434 3,811,426

資本剰余金

資本準備金 1,883,823 3,533,814

その他資本剰余金 203,688 203,688

資本剰余金合計 2,087,511 3,737,502

利益剰余金

利益準備金 100 100

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △4,242,392 △4,549,728

利益剰余金合計 △4,242,292 △4,549,628

自己株式 △3,357 △3,501

株主資本合計 3,295 2,995,798

純資産合計 3,295 2,995,798

負債純資産合計 3,342,269 3,064,474
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(訂正前)  

  

(2)【損益計算書】 

(単位：千円) 

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 977,546 ※1 376,478

売上原価 843,308 355,047

売上総利益 134,237 21,430

販売費及び一般管理費 

役員報酬 66,976 35,591 

給料及び手当 91,033 126,073 

法定福利費 12,560 8,561 

消耗品費 3,288 3,278 

地代家賃 25,166 37,022 

減価償却費 41,743 14,456

貸倒引当金繰入額 1,575 2,158 

通信費 3,748 4,138 

租税公課 － 18,108 

支払手数料 108,188 46,160 

販売手数料 4,890 1,548 

広告宣伝費 6,319 330 

研究開発費 ※2 101,737 ※2 8,820 

その他 51,397 32,375 

販売費及び一般管理費合計 518,625 338,623

営業損失（△） △384,387 △317,192

営業外収益 

受取利息 ※1 11,329 ※1 13,514 

管理手数料収入 ※1 4,620 ※1 5,810 

雑収入 2,204 3,384 

営業外収益合計 18,154 22,709 

営業外費用 

支払利息 706 1,009 

社債利息 3,142 981 

株式交付費 1,538 15,234 

為替差損 1 － 

債権売却損 － 3,075 

雑損失 30 115 

営業外費用合計 5,418 20,416 

経常損失（△） △371,652 △314,899

特別利益 

事業移転利益 7,922 － 

投資有価証券売却益 214,338 70,308 

貸倒引当金戻入額 － 250 

特別利益合計 222,260 70,558 
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(単位：千円) 

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

特別損失 

製品評価損 282,855 5,313 

投資有価証券評価損 119,679 9,728 

関係会社株式評価損 133,108 － 

投資有価証券売却損 － 20 

固定資産除却損 ※3 － ※3 117,447

貸倒引当金繰入額 219,537 － 

減損損失 ※4 478,258 ※4 26,276 

関係会社清算損 28,128 － 

特別損失合計 1,261,568 158,785

税引前当期純損失（△） △1,410,960 △403,127

法人税、住民税及び事業税 1,040 1,303 

法人税等合計 1,040 1,303 

当期純損失（△） △1,412,001 △404,430
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(訂正後)  

  

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

売上高 977,546 ※1 372,398

売上原価 798,718 302,628

売上総利益 178,827 69,769

販売費及び一般管理費

役員報酬 66,976 35,591

給料及び手当 91,033 126,073

法定福利費 12,560 8,561

消耗品費 3,288 3,278

地代家賃 25,166 37,022

減価償却費 41,743 14,456

貸倒引当金繰入額 1,575 2,158

通信費 3,748 4,138

租税公課 － 18,108

支払手数料 108,188 46,160

販売手数料 4,890 1,548

広告宣伝費 6,319 330

研究開発費 ※2 101,737 ※2 8,820

その他 51,397 32,375

販売費及び一般管理費合計 518,625 338,623

営業損失（△） △339,798 △268,853

営業外収益

受取利息 ※1 11,329 ※1 13,514

管理手数料収入 ※1 4,620 5,810

雑収入 2,204 3,384

営業外収益合計 18,154 22,709

営業外費用

支払利息 706 1,009

社債利息 3,142 981

株式交付費 1,538 15,234

為替差損 1 －

債権売却損 － 3,075

雑損失 30 115

営業外費用合計 5,418 20,416

経常損失（△） △327,063 △266,559

特別利益

事業移転利益 7,922 －

投資有価証券売却益 214,338 70,308

貸倒引当金戻入額 － 250

特別利益合計 222,260 70,558
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

特別損失

製品評価損 86,855 5,313

投資有価証券評価損 24,679 9,728

関係会社株式評価損 133,108 －

投資有価証券売却損 － 20

固定資産除却損 － ※3 68,691

貸倒引当金繰入額 219,537 －

取引修正損 6,436 －

減損損失 ※4 478,258 ※4 26,276

関係会社清算損 28,128 －

特別損失合計 977,005 110,030

税引前当期純損失（△） △1,081,807 △306,032

法人税、住民税及び事業税 1,040 1,303

法人税等合計 1,040 1,303

当期純損失（△） △1,082,848 △307,336
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(訂正前) 

前事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

  

 
  

 
  

 

(3)【株主資本等変動計算書】

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(千円) 1,306,684 1,029,073 203,688 1,232,761

事業年度中の変動額

 新株の発行 854,750 854,750 854,750

当期純損失(△)

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) 854,750 854,750 ─ 854,750

平成20年３月31日残高(千円) 2,161,434 1,883,823 203,688 2,087,511

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 100 △2,738,768 △2,738,668 △3,133 △202,355

事業年度中の変動額

 新株の発行 1,709,500

当期純損失(△) △1,412,001 △1,412,001 △1,412,001

 自己株式の取得 △224 △224

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) ─ △1,412,001 △1,412,001 △224 297,275

平成20年３月31日残高(千円) 100 △4,150,770 △4,150,670 △3,357 94,918

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 13,945 13,945 △188,410

事業年度中の変動額

 新株の発行 1,709,500

 当期純損失(△) △1,412,001

 自己株式の取得 △224

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△13,945 △13,945 △13,945

事業年度中の変動額合計(千円) △13,945 △13,945 283,328

平成20年３月31日残高(千円) ─ ─ 94,918
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当事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成20年３月31日残高(千円) 2,161,434 1,883,823 203,688 2,087,511

事業年度中の変動額

 新株の発行 1,649,991 1,649,991 1,649,991

 当期純損失(△)

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) 1,649,991 1,649,991 ─ 1,649,991

平成21年３月31日残高(千円) 3,811,426 3,533,814 203,688 3,737,502

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成20年３月31日残高(千円) 100 △4,150,770 △4,150,670 △3,357 94,918

事業年度中の変動額

 新株の発行 3,299,982

 当期純損失(△) △404,430 △404,430 △404,430

 自己株式の取得 △143 △143

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) ─ △404,430 △404,430 △143 2,895,407

平成21年３月31日残高(千円) 100 △4,555,200 △4,555,100 △3,501 2,990,325

純資産合計

平成20年３月31日残高(千円) 94,918

事業年度中の変動額

 新株の発行 3,299,982

 当期純損失(△) △404,430

 自己株式の取得 △143

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

 
 

事業年度中の変動額合計(千円) 2,895,407

平成21年３月31日残高(千円) 2,990,325
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(訂正後) 

前事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

  

 
  

 
  

 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(千円) 1,306,684 1,029,073 203,688 1,232,761

事業年度中の変動額

 新株の発行 854,750 854,750 854,750

当期純損失(△)

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) 854,750 854,750 ─ 854,750

平成20年３月31日残高(千円) 2,161,434 1,883,823 203,688 2,087,511

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 100 △3,159,543 △3,159,443 △3,133 △623,131

事業年度中の変動額

 新株の発行 1,709,500

当期純損失(△) △1,082,848 △1,082,848 △1,082,848

 自己株式の取得 △224 △224

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) ─ △1,082,848 △1,082,848 △224 626,426

平成20年３月31日残高(千円) 100 △4,242,392 △4,242,292 △3,357 3,295

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 13,945 13,945 △609,185

事業年度中の変動額

 新株の発行 1,709,500

 当期純損失(△) △1,082,848

 自己株式の取得 △224

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△13,945 △13,945 △13,945

事業年度中の変動額合計(千円) △13,945 △13,945 612,480

平成20年３月31日残高(千円) ─ ─ 3,295
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当事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成20年３月31日残高(千円) 2,161,434 1,883,823 203,688 2,087,511

事業年度中の変動額

 新株の発行 1,649,991 1,649,991 1,649,991

 当期純損失(△)

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) 1,649,991 1,649,991 ─ 1,649,991

平成21年３月31日残高(千円) 3,811,426 3,533,814 203,688 3,737,502

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成20年３月31日残高(千円) 100 △4,242,392 △4,242,292 △3,357 3,295

事業年度中の変動額

 新株の発行 3,299,982

 当期純損失(△) △307,336 △307,336 △307,336

 自己株式の取得 △143 △143

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) ─ △307,336 △307,336 △143 2,992,502

平成21年３月31日残高(千円) 100 △4,549,728 △4,549,628 △3,501 2,995,798

純資産合計

平成20年３月31日残高(千円) 3,295

事業年度中の変動額

 新株の発行 3,299,982

 当期純損失(△) △307,336

 自己株式の取得 △143

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

 
 

事業年度中の変動額合計(千円) 2,992,502

平成21年３月31日残高(千円) 2,995,798
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(訂正前) 

 

(4)【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日)

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日)

 当社では、当事業年度においてＳＢＩホールディング

ス㈱およびＳＢＩイー・トレード証券㈱を割当先とする

第三者割当増資により資本増強を行った結果、純資産は

94百万円となり、債務超過の状況は解消されました。  

 しかしながら当事業年度において384百万円の営業損

失を計上し、前事業年度に引き続き営業損失が発生して

おります。  

 さらに当事業年度において、事業計画の進捗遅延およ

びＳＢＩグループとの連携強化による事業再構築に伴い

資産の精査を厳格に実施したこと等により1,261百万円

の特別損失を計上し、当期純損失は1,412百万円となり

ました。  

 当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義

が生じております。  

 当社グループは、当該状況を解消すべく下記対策を推

進してまいります。  

  

１．収益基盤の強化  

 当社は、セキュリティ製品販売におけるパートナーと

の連携を含む営業体制の再構築の遅れ、また受託開発に

おける技術者の確保の遅れ等により、当事業年度に営業

損失を384百万円計上しております。  

 当社は、ＳＢＩイー・トレード証券㈱の完全子会社で

証券会社向けシステム構築・運用に強みを持つシステム

会社２社の全株式を平成20年４月１日に取得し、グルー

プ内企業のシステム構築・維持管理を行う「システム関

連生態系」のコア企業として、従来の事業をベースに据

えつつ、その他の関連分野にも積極的に事業拡大を行っ

てまいります。この抜本的な事業再構築を進めていくこ

とにより、収益基盤を強化し、営業利益の確保及び営業

キャッシュ・フローの獲得に取り組んでまいります。  

  

２．管理体制の強化  

 当社は、事業再構築に伴い資産の精査を厳格に実施し

たこと等により当事業年度に1,261百万円の特別損失を

計上しました。これは主に投融資等が当初期待した成果

を上げることができなかったことによります。  

 当社は、投融資等の重要な意思決定プロセスを見直

し、審査機能を強化した決裁の仕組み等、適切な意思決

定や業務遂行をサポートする内部統制システムを整備・

運用してまいります。  

   

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上

記のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映してお

りません。 

───────────────
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(訂正後) 

 
  

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日)

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日)

 当社では、当事業年度においてＳＢＩホールディング

ス㈱及びＳＢＩイー・トレード証券㈱を割当先とする第

三者割当増資により資本増強を行った結果、純資産は

3,295千円となり、債務超過の状況は解消されました。 

 しかしながら当事業年度において339,798千円の営業

損失を計上し、前事業年度に引き続き営業損失が発生し

ております。  

 さらに当事業年度において、事業計画の進捗遅延およ

びＳＢＩグループとの連携強化による事業再構築に伴い

資産の精査を厳格に実施したこと等により977,005千円

の特別損失を計上し、当期純損失は1,082,848千円とな

りました。  

 当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義

が生じております。  

 当社は、当該状況を解消すべく下記対策を推進してま

いります。  

  

１．収益基盤の強化  

 当社は、セキュリティ製品販売におけるパートナーと

の連携を含む営業体制の再構築の遅れ、また受託開発に

おける技術者の確保の遅れ等により、当事業年度に営業

損失を339,798千円計上しております。  

 当社は、ＳＢＩイー・トレード証券㈱の完全子会社で

証券会社向けシステム構築・運用に強みを持つシステム

会社２社の全株式を平成20年４月１日に取得し、グルー

プ内企業のシステム構築・維持管理を行う「システム関

連生態系」のコア企業として、従来の事業をベースに据

えつつ、その他の関連分野にも積極的に事業拡大を行っ

てまいります。この抜本的な事業再構築を進めていくこ

とにより、収益基盤を強化し、営業利益の確保及び営業

キャッシュ・フローの獲得に取り組んでまいります。  

  

２．管理体制の強化  

 当社は、事業再構築に伴い資産の精査を厳格に実施し

たこと等により当事業年度に977,005千円の特別損失を

計上しました。これは主に投融資等が当初期待した成果

を上げることができなかったことによります。  

 当社は、投融資等の重要な意思決定プロセスを見直

し、審査機能を強化した決裁の仕組み等、適切な意思決

定や業務遂行をサポートする内部統制システムを整備・

運用してまいります。  

   

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上

記のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映してお

りません。 

───────────────
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（訂正前） 

   

(6)【重要な会計方針の変更】

【会計方針の変更】

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

(有形固定資産の減価償却方法の変更) 

法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法

律 平成19年３月30日 法律第６号）及び（法人税法

施行令の一部を改正する政令 平成19年３月30日 政

令第83号））に伴い、当事業年度から、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資産については、改正後

の法人税法に基づく償却方法に変更しております。 

 当該変更に伴う損益に与える影響は軽微でありま

す。

                ───────── 

  

 

  

 

  

 

  

 

                ─────────

               ───────── 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 

（棚卸資産の評価基準及び評価方法の変更）

棚卸資産については、従来、主として総平均法によ

る原価法によっておりましたが、当事業年度より「棚

卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９

号）が適用されたことに伴い、主として総平均法によ

る原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）により算出しております。  

 当該変更に伴う当事業年度の営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。

（リース取引に関する会計基準等の適用）

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成５年６月17日 最終改正平成19年３月30日

企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成６年１

月18日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準適

用指針第16号）を当事業年度から適用し、所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取

引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産

として計上しております。  

 また、リース資産の減価償却方法は、リース期間を

耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法に

よっております。  

 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用

しております。  

 これによる当事業年度の営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益に与える影響はありません。
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（訂正後） 

   

【会計方針の変更】

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

(有形固定資産の減価償却方法の変更) 

法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法

律 平成19年３月30日 法律第６号）及び（法人税法

施行令の一部を改正する政令 平成19年３月30日 政

令第83号））に伴い、当事業年度から、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資産については、改正後

の法人税法に基づく償却方法に変更しております。 

 当該変更に伴う損益に与える影響は軽微でありま

す。

                ───────── 

  

 

  

 

  

 

  

 

                ─────────

               ───────── 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 

（棚卸資産の評価基準及び評価方法の変更）

棚卸資産については、従来、主として総平均法によ

る原価法によっておりましたが、当事業年度より「棚

卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９

号）が適用されたことに伴い、主として総平均法によ

る原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）により算出しております。  

 当該変更に伴う当事業年度の営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。

（リース取引に関する会計基準等の適用）

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成５年６月17日 最終改正平成19年３月30日

企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成６年１

月18日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準適

用指針第16号）を当事業年度から適用し、所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取

引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産

として計上しております。  

 また、リース資産の減価償却方法は、リース期間を

耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法に

よっております。  

 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用

しております。  

 これによる当事業年度の営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益に与える影響はありません。
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（訂正前） 

 
  

（訂正後） 

 

【表示方法の変更】

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

                ───────── （損益計算書）

前事業年度において販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示しておりました「租税公課」（前事業

年度16,084千円）については、販売費及び一般管理費の

合計額の100分の５超となったため、当事業年度より区

分掲記しております。 

 

【表示方法の変更】

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

（貸借対照表）        ─────────

前事業年度において独立掲記しておりました流動負債

の「仮受金」（当事業年度末20千円）については、重要

性が低下したため、当事業年度においては「その他」に

含めて表示しております。

                ───────── （損益計算書）

前事業年度において販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示しておりました「租税公課」（前事業

年度16,084千円）については、販売費及び一般管理費の

合計額の100分の５超となったため、当事業年度より区

分掲記しております。 
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(訂正前) 

 

 
  

(7)【個別財務諸表に関する注記事項】

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 

※１  各科目に含まれている関係会社に対する主な内容
は、次のとおりであります。

受取利息 9,591千円

管理手数料収入 4,620千円
 

※１  各科目に含まれている関係会社に対する主な内容
は、次のとおりであります。

売上高 218,586千円

受取利息 13,047千円

※２ 研究開発費の総額
 一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究
開発費

101,737千円

※２ 研究開発費の総額
 一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究
開発費

8,820千円

 

※３      ─────────

 

※３ 固定資産除却損 

ソフトウエア                117,447千円

 

 

※４ 減損損失

    当事業年度において、当社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しました。
 (1) 減損損失を認識した主な資産

場所 用途 種類

 東京都品川区  事業資産
ソフトウエア 
ソフトウエア
仮勘定

 (2) 減損損失の認識に至った経緯

    今後の事業展開の見直し等により、想定してい

た収益を見込めないと判断した事業資産につい

て、減損損失を認識しております。

  (3) 減損損失の金額

 ソフトウエア 42,848千円

 ソフトウエア仮勘定 435,410千円

      計 478,258千円

 (4) 資産のグルーピングの方法

    当社は減損会計の適用にあたり、事業資産につ

いては管理会計上の区分ごと、遊休資産はそれぞ

れ個別の資産ごとに資産のグルーピングを行って

おります。
 (5) 回収可能価額の算定方法

    当社の回収可能価額は使用価値を使用しており

ますが、一部の事業資産については、今後の事業

展開の見直し等により、将来キャッシュ・フロー

の合理的な見積りが困難であるため、使用価値＝

ゼロとしております。

 

 

※４ 減損損失

    当事業年度において、当社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しました。
 (1) 減損損失を認識した主な資産 

場所 用途 種類

東京都品川区 事業資産
 
ソフトウエア 
 

 (2) 減損損失の認識に至った経緯

    今後の事業展開の見直し等により、想定してい

た収益を見込めないと判断した事業資産につい

て、減損損失を認識しております。

  (3) 減損損失の金額

ソフトウエア 26,276千円

計 26,276千円

(4) 資産のグルーピングの方法

 当社は減損会計の適用にあたり、事業資産につ

いては管理会計上の区分ごと、遊休資産はそれぞ

れ個別の資産ごとに資産のグルーピングを行って

おります。  

(5) 回収可能価額の算定方法

 当社の回収可能価額は使用価値を使用しており

ますが、一部の事業資産については、今後の事業

展開の見直し等により、将来キャッシュ・フロー

の合理的な見積りが困難であるため、使用価値＝

ゼロとしております。 
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(訂正後) 

 

 
  

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 

※１  各科目に含まれている関係会社に対する主な内容
は、次のとおりであります。

受取利息 9,591千円

管理手数料収入 4,620千円
 

※１  各科目に含まれている関係会社に対する主な内容
は、次のとおりであります。

売上高 218,586千円

受取利息 13,047千円

※２ 研究開発費の総額
 一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究
開発費

101,737千円

※２ 研究開発費の総額
 一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究
開発費

8,820千円

 

※３      ─────────

 

※３ 固定資産除却損 

ソフトウエア                 68,691千円

 

 

※４ 減損損失

    当事業年度において、当社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しました。
 (1) 減損損失を認識した主な資産

場所 用途 種類

 東京都品川区  事業資産
ソフトウエア 
ソフトウエア
仮勘定

 (2) 減損損失の認識に至った経緯

    今後の事業展開の見直し等により、想定してい

た収益を見込めないと判断した事業資産につい

て、減損損失を認識しております。
 (3) 減損損失の金額

 ソフトウエア 42,848千円

 ソフトウエア仮勘定 435,410千円

      計 478,258千円

 (4) 資産のグルーピングの方法

    当社は減損会計の適用にあたり、事業資産につ

いては管理会計上の区分ごと、遊休資産はそれぞ

れ個別の資産ごとに資産のグルーピングを行って

おります。
 (5) 回収可能価額の算定方法

    当社の回収可能価額は使用価値を使用しており

ますが、一部の事業資産については、今後の事業

展開の見直し等により、将来キャッシュ・フロー

の合理的な見積りが困難であるため、使用価値＝

ゼロとしております。

 

 

※４ 減損損失

    当事業年度において、当社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しました。
 (1) 減損損失を認識した主な資産 

場所 用途 種類

東京都品川区 事業資産
 
ソフトウエア 
 

 (2) 減損損失の認識に至った経緯

    今後の事業展開の見直し等により、想定してい

た収益を見込めないと判断した事業資産につい

て、減損損失を認識しております。

  (3) 減損損失の金額

ソフトウエア 26,276千円

計 26,276千円

(4) 資産のグルーピングの方法

 当社は減損会計の適用にあたり、事業資産につ

いては管理会計上の区分ごと、遊休資産はそれぞ

れ個別の資産ごとに資産のグルーピングを行って

おります。  

(5) 回収可能価額の算定方法

 当社の回収可能価額は使用価値を使用しており

ますが、一部の事業資産については、今後の事業

展開の見直し等により、将来キャッシュ・フロー

の合理的な見積りが困難であるため、使用価値＝

ゼロとしております。 
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(訂正前) 

 
  

(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成20年３月31日)

当事業年度 
(平成21年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 (流動資産)

前渡金償却損金不算入額 3,876千円

貸倒引当金否認 60,724千円

未払事業税 2,455千円

製品評価損 137,374千円

評価性引当額 △204,431千円

繰延税金資産計 －千円

（固定資産）

繰越欠損金 835,676千円

貸倒引当金否認 333,119千円

投資有価証券評価損否認 207,229千円

固定資産償却超過額 47,337千円

減損損失否認 194,603千円

評価性引当額 △1,617,966千円

繰延税金資産計 －千円

繰延税金負債 －千円
  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 (流動資産)

前渡金償却損金不算入額 3,876千円

貸倒引当金否認 244千円

未払事業税 4,546千円

製品評価損 136,446千円

評価性引当額 △145,113千円

繰延税金資産計 －千円

（固定資産）

繰越欠損金 1,443,411千円

貸倒引当金否認 97,825千円

投資有価証券評価損否認 61,276千円

固定資産償却超過額 15,558千円

減損損失否認 157,543千円

評価性引当額 △1,775,615千円

繰延税金資産計 －千円

繰延税金負債 －千円
 

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

   税引前当期純損失を計上しているため、記載を省

略しております。

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

同左

   

― 57 ―



  
(訂正後) 

 
  

前事業年度 
(平成20年３月31日)

当事業年度 
(平成21年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 (流動資産)

前渡金償却損金不算入額 3,876千円

貸倒引当金繰入超過額 60,724千円

未払事業税 1,665千円

製品評価損 57,621千円

評価性引当額 △123,888千円

繰延税金資産計 －千円

（固定資産）

繰越欠損金 819,588千円

貸倒引当金繰入超過額 327,784千円

投資有価証券評価損否認 168,574千円

固定資産償却超過額 47,337千円

減損損失否認 194,603千円

評価性引当額 △1,557,889千円

繰延税金資産計 －千円

繰延税金負債 －千円
  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 (流動資産)

前渡金償却損金不算入額 3,876千円

貸倒引当金繰入超過額 244千円

未払事業税 3,756千円

製品評価損 57,715千円

評価性引当額 △65,592千円

繰延税金資産計 －千円

（固定資産）

繰越欠損金 1,436,995千円

貸倒引当金繰入超過額 97,991千円

投資有価証券評価損否認 61,276千円

固定資産償却超過額 15,558千円

減損損失否認 155,501千円

評価性引当額 △1,767,242千円

繰延税金資産計 －千円

繰延税金負債 －千円
 

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

   税引前当期純損失を計上しているため、記載を省

略しております。

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

同左
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(訂正前) 

 
(注) 算定上の基礎 

   １ １株当たり純資産額 

 
  

   ２ １株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 
  

(１株当たり情報)

項目
前事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 499円07銭 7,157円88銭

１株当たり当期純損失 20,430円05銭 1,240円16銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 
  
 

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、１株当たり当期純
損失であるため記載しておりませ
ん。

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、１株当たり当期純
損失であるため記載しておりませ
ん。

項目
前事業年度 

（平成20年３月31日)
当事業年度 

(平成21年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 94,918 2,990,325

普通株式に係る純資産額（千円） 94,918 2,990,325

普通株式の発行済株式数（株） 190,213.48 417,798

普通株式の自己株式数（株） 25.23 31

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（株）

190,188.25 417,767

項目
前事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

損益計算書上の当期純損失（千円） 1,412,001 404,430

普通株式に係る当期純損失（千円） 1,412,001 404,430

普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─

普通株式の期中平均株式数（株） 69,113 326,110

当期純利益調整額（千円） ─ ─

普通株式増加数（株） ─ ─

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要

新株予約権（新株予約権
の数104個）及び転換社
債型新株予約権付社債に
付された新株予約権（新
株予約権の数30個）

新株予約権（新株予約権
の数91個） 
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(訂正後) 

 
(注) 算定上の基礎 

   １ １株当たり純資産額 

 
  

   ２ １株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 

項目
前事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 17円32銭 7,170円97銭

１株当たり当期純損失 15,667円58銭 942円42銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 
  
 

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、潜在株式は存在す
るものの１株当たり当期純損失であ
るため記載しておりません。

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、潜在株式は存在す
るものの１株当たり当期純損失であ
るため記載しておりません。

項目
前事業年度 

（平成20年３月31日)
当事業年度 

(平成21年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 3,295 2,995,798

普通株式に係る純資産額（千円） 3,295 2,995,798

普通株式の発行済株式数（株） 190,213.48 417,798

普通株式の自己株式数（株） 25.23 31

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（株）

190,188.25 417,767

項目
前事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

損益計算書上の当期純損失（千円） 1,082,848 307,336

普通株式に係る当期純損失（千円） 1,082,848 307,336

普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─

普通株式の期中平均株式数（株） 69,113 326,110

当期純利益調整額（千円） ─ ─

普通株式増加数（株） ─ ─

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要

新株予約権（新株予約権
の数104個）及び転換社
債型新株予約権付社債に
付された新株予約権（新
株予約権の数30個）

新株予約権（新株予約権
の数91個） 
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